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応援救急隊における救急業務の実施について 

 

平成 28 年熊本地震では、管轄消防本部所属の救急隊をはじめ、応援救急隊（応

援協定に基づき出動した救急隊及び緊急消防援助隊として出動した救急隊をいう。

以下同じ。）が多数出動し、被災地で救急活動を行いました。 

これらの活動実態を踏まえ、「平成 28 年度救急業務のあり方に関する検討会」

において、応援救急隊が救急活動を円滑に実施するための救急活動プロトコル及

び特定行為に関する指示要請先等の在り方について、報告書が取りまとめられま

した。 

報告書の内容を踏まえ、応援救急隊における救急業務の実施に関する留意事項

について下記のとおり取りまとめましたので、貴職におかれましては、消防機関

と関係機関等が事前に調整し体制を整えるよう十分御配慮いただくとともに、各

都道府県にあっては、貴都道府県内の市町村（消防の事務を処理する一部組合等

を含む。）に対してこの旨周知されるようお願いします。 

なお、本通知は、消防組織法（昭和22年法律第226号）第37条の規定に基づく

技術的助言として発出するものであり、厚生労働省も事前に了知していることを

申し添えます。 

 

記 

 

１ 応援救急隊が用いる救急活動プロトコル及び特定行為に関する指示要請 

（１）応援救急隊として出動する際の救急活動については、特段の指示がなけれ

ば平時と同じメディカルコントロール体制に基づき実施することとし、その

ことを各応援救急隊の派遣元メディカルコントロール関係機関及び出動応援

救急隊間において共通認識としておくこと。 

（２）救急救命士法（平成３年法律第 36 号）第 44 条第１項の厚生労働省令で定

める救急救命処置（以下「特定行為」という。）に関する指示要請についても、

受援側から指示体制等が指定されるまでは、派遣元メディカルコントロール協

議会に所属する医師に対して行うことを共通認識としておくこと。 

 



 

２ 救急活動記録票等の作成と保存 

（１）応援救急隊が災害発生市町村で救急活動を行った場合であっても、救急救

命士法第 46 条第 1 項に規定する救急救命処置録、所属消防本部で定める救

急活動記録票などの各種報告書類を作成することが求められること。 

（２）応援救急隊による救急出動件数は、救急オンライン処理システムを用いて

災害発生市町村を管轄する消防本部に計上されることから、適切に入力する

とともに保存しておくことが求められること。 

 

３ 情報共有のあり方 

PC、タブレット等を用いて、消防庁「緊急消防援助隊支援情報共有ツール」

及び厚生労働省「広域災害･救急医療情報システム（EMIS）」にアクセスし、

緊急消防援助隊及び災害派遣医療チーム（DMAT）が入力している情報を効率

的に収集すること。 

また、ツール等の利活用にあっては、各地域で実施されている各種訓練によ

りログイン、閲覧などの具体的な操作に関して習熟しておくこと。 

 

４ その他  

「平成 28 年度救急業務のあり方に関する検討会報告書」P.138 から P.145 

「第６章 大規模災害時等における救急業務の推進」を適宜参照すること。 

http://www.fdma.go.jp/neuter/about/shingi_kento/h28/kyukyu_arikata/houkoku/houk
okusyo.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

【お問い合わせ先】 

消防庁救急企画室救急専門官  森川 博司 

救急推進係長 新田 幸司 

TEL：０３－５２５３－７５２９（直通） 
E-mail： kyukyusuishin@soumu.go.jp 
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